
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メニュー① メニュー② 事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

西和賀町、
金ケ崎町、

奥州市
(株)湯田牛乳公社

産地競争力の
強化に向けた
総合的推進

畜産生産基盤
育成強化

（生乳）

152
乳製品(ヨーグ
ルト等)出荷額
が2％以上増加

(H29)

711百万円

(R3)

1,320百万円

(R4)

2,210百万円

(R5)

3,072百万円

(R5)

1,100百万円
606.9%

　加工施設整
備により、乳
製品の生産能
力が向上。増
加する需要に
対応できたこ
とで出荷額が
増加した。

産地競争力の強
化に向けた総合

的推進

畜産生産基盤育
成強化

（生乳）

153

西和賀地区、JA
岩手ふるさと地
区乳製品向生乳
量の割合が5ポ
イント以上増加

西和賀地区、JA
岩手ふるさと地
区生乳生産量

(H29)

乳製品向生乳
量

1,675ｔ

生乳生産量
4,823ｔ

(仕向割合)
34.7％

(R3)

乳製品向生乳
量

3,098ｔ

生乳生産量
7,737ｔ

(仕向割合)
40.0％

(R4)

乳製品向生乳
量

4,261ｔ

生乳生産量
9,388ｔ

(仕向割合)
45.3％

(R5)

乳製品向生乳
量

6,013ｔ

生乳生産量
10,820ｔ

(仕向割合)
55.5％

(R5)

乳製品向生乳
量3,395ｔ

生乳生産量
6,157ｔ

(仕向割合)
55.1％

101.9%

　加工施設の整備によ
り、地域酪農家から生
乳の仕入れを拡大した
ため、地区の生乳生産
量が増加すると共に、
乳製品向生乳量が増加
した。

畜産物処
理加工施
設整備

(設計、建
屋

附帯設備
、機械設
備等）

2,092,547,600 447,357,000 0 0 1,645,190,600 R3.4.12
市場の需要に応
じるよう生産を
拡大してきた。

成果目標である乳製品
出荷額および乳製品向
生乳量・生乳生産量
は、どちらも増加し、
目標値を達成したこと
から、成果は出ている
と評価する。
今後は、引き続き、関
係機関と連携しなが
ら、稼働状況や施設管
理の把握に務め、必要
に応じ適切な支援を
行っていく。

金ケ崎町（金ケ崎
町、遠野市、一関
市）

東北生乳販売農業
協同組合連合会

産地合理化の
促進

集送乳合理化
等推進整備

(生乳)

34
集送乳路線の52
路線の減少

(H30)

集送乳路線
数

385路線
集乳路線数
203路線

送乳路線数
182路線

岩手県集送
乳路線数

303
集乳　141
送乳　162

宮城県集送
乳路線数

82
集乳　62
送乳　20

(R3)

集送乳路線
数

315路線
集乳路線数
160路線

送乳路線数
155路線

岩手県集送
乳路線数

249
集乳 110
送乳 139

宮城県集送
乳路線数 66

集乳 50
送乳 16

(R4)

集送乳路線
数

265路線
集乳路線数
161路線

送乳路線数
104路線

岩手県集送
乳路線数

202
集乳 114
送乳　88

宮城県集送
乳路線数 63

集乳 47
送乳 16

(R5)

集送乳路線
数

254路線
集乳路線数
151路線

送乳路線数
103路線

岩手県集送
乳路線数

193
集乳 106
送乳　87

宮城県集送
乳路線数 61

集乳 45
送乳 16

(R5)

集送乳路線
数

333路線
集乳路線数
194路線

送乳路線数
139路線

岩手県集送
乳路線数

260
集乳 139
送乳 121

宮城県集送
乳路線数 73

集乳 55
送乳 18

251.9%
131路線
削減

産地合理化の促
進

集送乳合理化等
推進整備

（生乳）

35
6施設の廃止
（複数の都道府
県での再編）

(H30)

貯乳施設
12施設

【岩手】
7施設

【宮城】
5施設

(R3)

貯乳施設
10施設

【岩手】
7施設

【宮城】
3施設

(3施設廃止）

(R4)

貯乳施設
8施設

【岩手】
5施設

(3施設廃止、
1施設新設）
【宮城】
3施設

(3施設廃止、
１施設へCS機
能を移管）

(R5)

貯乳施設
8施設

【岩手】
5施設

(3施設廃止、
1施設新設）
【宮城】
3施設

(3施設廃止、
１施設へCS機
能を移管）

(R5)

貯乳施設
8施設

【岩手】
5施設

(3施設廃止、
1施設新設）
【宮城】
3施設

(3施設廃止、
１施設へCS機
能を移管）

100.0% 6施設廃止

大型貯乳
施設の整

備
（鉄骨平
屋建、プ
ラント設
備一式、
排水処理
施設一

式、発電
機一式）
貯乳施設
廃棄、旧
施設解体

1,141,536,000 443,210,000 0 0 698,326,000 R5.1.31

路線数の削減は
目標値を超えて
いる。
施設の廃止は目
標を達成してい
る。

成果目標である集送乳
路線数および貯乳施設
数について、計画的に
削減が進み、どちらも
目標値を達成し、成果
が出ていると評価す
る。
今後は、引き続き、関
係機関と連携しなが
ら、稼働状況や施設管
理の把握に務め、必要
に応じ適切な支援を
行っていく。

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

（対象作物・
畜種等名）①

２年後

負担区分（円）

（対象作物・畜
種等名）②

３年後

100.0%

成果目標の具体的な実
績②

事業実施後の状況①

成果目標の具体
的な内容①

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率目標値

（都道府県名：岩手県　令和5年度（西暦2024年度））

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

目標値１年後

事業実施主体名

都道府県の評価

計画時

成果目標の具体
的な内容②

達成率

事業実施主体の
評価

計画時

都道府県平均達成率

市町村名
類
別

類
別

２年後

事業実施後の状況②

３年後１年後

(株)湯田牛乳公社、東北生乳販売農業協同組合連合会は、ともに目標を達成し、成果が出ていると評価する。今後は、引き続き、関係機関と連携しながら、必要に応じ適切な支援を行っていく。

成果目標の具
体的な実績①



要領別紙様式２号（令和２年から３年までの冬期の大雪及び令和３年福島県沖を震源とする地震被災産地施設支援対策）

（岩手県　令和５年度）

事業内容 事業費

備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

一関市
いわて平泉
農業協同組

合
水稲

①被災前に
比べて農畜
産物の生産
量が１％以
上増加

米
1,510t

（施設利
用者229名
の生籾の
生産量の
合計）

米
1,950t

（施設利
用者231名
の生籾の
生産量の
合計）

米
1,694t

（施設利
用者206名
の生籾の
生産量の
合計）

米
1,578t

（施設利
用者187名
の生籾の
生産量の
合計）

米
1,601t

（施設利
用者229名
の生籾の
生産量の
合計）

74.7%

・リモートセン
シング技術を活
用した適期追
肥、適期刈取の
ぼりを活用し、
適期刈取指導を
実施した。
・令和５年は、6
月からの異常な
高温により登熟
がかなり早まっ
たが、メーカー
による施設の定
期補修の日程を
早めることが出
来ず、刈取適期
（8月下旬～9月
中旬）に合わせ
た施設稼働（9月
13日）が実施で
きなかったこと
から、一部刈り
遅れを心配した
生産者が他の施
設へ搬入したた
め、受け入れ量
（生籾の生産
量）は成果目標
に達しなかっ
た。

穀類乾燥調
製貯蔵施設
(処理能力

3,000t)の修
繕

・湿式集塵
設備の修繕

6,380,000 2,900,000 0 0 3,480,000 R3.8.30

令和５年
は、６月か
らの高温に
より登熟が
かなり早ま
り、刈取適
期に合わせ
た施設稼働
が実施でき
ず、刈り遅
れを心配し
た一部生産
者が他の施
設へ搬入し
たため、受
け入れ量
（生籾の生
産量）は成
果目標に達
しなかっ
た。刈取適
期の早まり
に対応した
稼働時期及
び栽培の見
直しを実施
するほか、
ひとめぼれ
の収量向上
策を検討す
る。

刈取適期に合わせ
た施設稼働ができ
なかったこと等が
影響し、目標達成
とはならなかっ
た。気象状況に合
わせた施設稼働を
行うとともに、
年々利用者も減少
していることから
収量向上対策を講
じ目標達成を目指
す。

74.70%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１に準じて作成すること。

　 　　２　要領第７のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標ごとの達成率の平均値とすること。

都道府県平均達成率
刈取適期に合わせた施設稼働ができなかったこと等の影響により、目標未達となった。目標達成へ向けて、未達の原因に対応するため、定期補修日程の前倒しによる適
期施設稼働の実施や収量向上対策等の取組を強化していく。

成果目標の具体
的な実績

市町村名
成果目標の
具体的な内

容

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月
日

目標値
（令和５

年）
達成率

負担区分（円）

事業実施主
体の評価

都道府県の評価

計画時
（令和２

年）

対象作物・
畜種等名又
は卸売市場

名

事業実施
主体名

事業実施後の状況

３年後
（令和５

年）

１年後
（令和３

年）

２年後
（令和４

年）


